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○三朝町空き家利活用流通促進事業補助金交付要綱 

令和２年10月13日 

告示第94号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、三朝町補助金等交付規則（平成17年三朝町規則第13号。以下「規則」という。）

第４条の規定に基づき、三朝町空き家利活用流通促進事業補助金（以下「本補助金」という。）の交

付について、必要な事項を定めるものとする。 

（交付目的） 

第２条 町は、老朽化等により市場で流通していない空き家の利活用のため改修工事等を行う者に対し、

必要な経費の一部を助成することにより、空き家の利活用及び市場での流通を促進することを目的と

して本補助金を交付する。 

（本補助金の交付） 

第３条 本補助金は、別表の１の項に掲げる建築物（以下「補助対象物件」という。）について、同表

の２の項に掲げる事業（以下「補助対象事業」という。）を行う同表の３の項に掲げる者（以下「補

助対象事業者」という。）に対し、予算の範囲内で交付する。 

２ 本補助金の額は、補助対象事業に要する同表の４の項に掲げる経費（以下「補助対象経費」という。）

の額（仕入控除税額（間接補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税に相当する額のうち、消費

税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と、当該

金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額の合計額をいう。

以下同じ。）を除く。）に２分の１を乗じて得た額（その額に1,000円未満の端数があるときは、これ

を切り捨てた額）とし、同表の５の項に掲げる額を限度とする。 

３ 補助対象事業者は、補助対象事業の実施に当たっては、同表の６の項に掲げる要件を全て満たさな

ければならない。 

（交付の申請） 

第４条 本補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、三朝町空き家利活用流通

促進事業補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に申請しなければならな

い。 

(１) 事業計画書及び収支予算書（様式第２号） 

(２) 改修工事に係る図面及び見積書の写し 

(３) 改修前の現況写真 

(４) 登記事項証明書等補助対象物件の所有者が分かる書類 

(５) 住民票の写し（別表の３の項の(1)②又は③に該当する場合は、その所在地が確認できる書類） 

(６) 補助対象物件の売買契約書、賃貸契約書又は媒介契約書の写し（申請者が所有者でない場合に
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限る。） 

(７) 誓約書（様式第３号） 

(８) その他町長が必要と認めるもの 

２ 補助対象事業者は、交付申請に当たり、仕入控除税額が明らかでないときは、前条第２項の規定に

かかわらず、仕入控除税額を含む補助対象経費の額で交付申請をすることができる。 

（本補助金の交付決定） 

第５条 町長は、前条の規定による申請を受けたときは、その内容を審査し、及び必要に応じて実地を

調査した上で、本補助金の交付の可否を決定し、その旨を三朝町空き家利活用流通促進事業補助金（交

付・不交付）決定通知書（様式第４号）により、申請者に通知するものとする。 

２ 町長は、前条第２項の規定による申請を受けたときは、第３条第２項の規定にかかわらず、仕入控

除税額を含む補助対象経費の額で交付決定をすることができる。この場合において、仕入控除税額が

明らかになった後、速やかに、交付決定に係る本補助金の額（変更された場合は、変更後の額とする。

以下「交付決定額」という。）から当該仕入控除税額に対応する額を減額するものとする。 

（事業の変更） 

第６条 申請者は、前条の規定により交付の決定を受けた事項を変更しようとするときは、三朝町空き

家利活用流通促進事業補助金変更交付申請書（様式第５号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出

しなければならない。 

(１) 事業変更計画書及び収支予算書（様式第６号） 

(２) 改修工事の変更に係る図面及び見積書の写し 

２ 町長は、前項の申請書の提出を受けたときは、その内容を精査し、その内容について承認したとき

は、その旨を三朝町空き家利活用流通促進事業補助金変更交付決定通知書（様式第７号）により申請

者に通知するものとする。 

（権利譲渡の禁止） 

第７条 本補助金の交付の対象者（以下「交付対象者」という。）は、本補助金の交付を受ける権利を

第三者に譲渡し、又は担保に供してはならない。 

（実績報告） 

第８条 規則第17条の報告（以下「実績報告」という。）は、補助対象事業の完了後30日以内又は本補

助金の交付の決定を受けた年度の末日のいずれか早い日までに行わなければならない。 

２ 実績報告は、三朝町空き家利活用流通促進事業補助金実績報告書（様式第８号）に次に掲げる書類

を添えてしなければならない。 

(１) 事業報告書及び収支決算書（様式第２号） 

(２) 領収書の写し 

(３) 改修内容の分かる図面、写真等 
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(４) 所有権移転登記後の登記事項証明書（補助対象物件を売買により取得する場合） 

(５) 町内転入後の住民票の写し（別表の３の項の(1)①に該当する者のうち、申請時に町内に住民登

録がない者の場合に限る。） 

(６) その他町長が必要と認めるもの 

３ 補助対象事業者は、実績報告に当たり、その時点で明らかになっている仕入控除税額（以下「実績

報告控除税額」という。）が交付決定額に係る仕入控除税額（以下「交付決定控除税額」という。）

を超える場合は、補助対象経費の額からその超える額を控除して報告しなければならない。 

４ 補助対象事業者は、実績報告の後に、申告により仕入控除税額が確定した場合において、その額が

実績報告控除税額（交付決定控除税額が実績報告控除税額を超えるときは、当該交付決定控除税額）

を超えるときは、三朝町空き家利活用流通促進事業補助金に係る消費税等仕入控除税額確定報告書（様

式第９号）により速やかに町長に報告し、町長の返還命令を受けて、その超える額に対応する額を町

に返還しなければならない。 

（交付の決定の取消） 

第９条 町長は、本補助金の交付を受けた者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、本補助

金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、既に交付している場合は、その全部又は一部を返還させ

ることができるものとする。 

(１) 補助対象事業完了後10年以内に対象物件を取り壊したとき。 

(２) 補助対象事業者が、本補助金に係る空き家を改修後10年未満で利活用をしなくなったとき。 

(３) 不正の手段により本補助金の交付を受けたとき。 

(４) 交付の決定の内容又はこの要綱の規定に違反したとき。 

（その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、令和２年10月13日から施行し、令和２年度の事業から適用する。 

附 則（令和３年告示第75号） 

この改正は、令和３年７月12日から施行し、同日以後に交付申請のあった本補助金について適用する。 

附 則（令和６年告示第60号） 

 この改正は、令和６年４月３０日から施行し、同月１日以後に交付申請のあった補助対象事業につい

て適用する。 

 

別表（第３条関係） 

１ 補助対象物件 町内に所在する一戸建て住宅又は長屋建て住宅（共同住宅及び重層長屋を除き、

店舗等併用住宅を含む。）で、三朝町空き家・空き地バンク（以下「空き家バン
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ク」という。）に登録し、又は登録する予定のある建築物のうち、次のいずれか

に該当するもの（過去に本補助金を活用して改修したものを除く。） 

①  建築後 30 年以上経過し、１年以上利用がない空き家。ただし、不動産事

業者が媒介契約を締結し、若しくは所有しているもの（以下「媒介等契約物

件」という。）又はかつて媒介等契約物件であったもの（媒介等契約物件で

なくなってから１年以上経過している空き家を除く。）の場合には、連続し

て２年以上利用がない空き家 

②  建築後 30 年未満で、２年以上利用がない空き家。ただし、媒介等契約物

件又はかつて媒介等契約物件であったものの場合には媒介等契約物件とな

った日から起算して、連続して２年以上利用がない空き家 

③ 空き家となってからの期間が連続して５年以上の空き家 

２ 補助対象事業 空き家の利活用に必要な改修工事（母屋の改修工事に伴って実施する場合には、

土蔵、倉庫、車庫等の附帯建築物の改修工事を含む。） 

３ 補助対象事業者 （１）補助対象物件を所有、賃貸借又は購入する次のいずれかの者（当該建築物

の共有者である場合においては、他の共有者全員の同意を得られた者に限

る。） 

① 町内に在住する個人（工事完成後３ヶ月以内に町内に移住する者を含む。） 

② 町内に主たる事務所又は活動拠点を置く団体 

③ 町内に本店を置く事業者（個人事業者を含む。） 

④ 町外に在住する個人（相続により補助対象物件を所有するに至った者に限

る。） 

（２）次に掲げる者は、本補助金の対象としない。 

① 町税の滞納がある者又はその滞納解消に取り組んでいない者 

② 宗教上の組織又は団体の宗教活動に関連する者 

③ 政治団体 

④ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）

及び三朝町暴力団排除条例（平成24年三朝町条例第14号）に規定する暴力団

員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者 

 ⑤ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第121

号。以下「風営法」という。）第２条第１項に規定する風俗営業その他公的

な資金の使途として社会通念上、不適切であると判断される事業を営む者 

⑥ 前各号に掲げるもののほか、本補助金の目的に照らして適当でないと町長

が判断するもの 
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４ 補助対象経費 空き家の利活用に必要な改修工事（母屋の改修に伴って実施する場合に限り、土

蔵、倉庫、車庫等附帯施設建築物の改修工事を含む。）に要する次に掲げる費用 

① 給排水・電気等設備、内外装改修工事費用（テレビ、冷蔵庫、ルームエアコ

ン、洗濯機等の家電、造り付けではない家具及び棚等に要する費用並びに補助

対象事業者が自ら施工する場合（技能保持者等が適正に施行するものを除く。）

の材料の購入費用は除く。） 

② 住宅以外の用途に転用する場合において、法令適合のために要する経費 

③ 設計等費用 

④ 家財道具の撤去処分費用 

⑤ 外構整備費用 

 

③から⑤までに掲げる費用は①及び②に掲げる費用に附帯し、その合計額は①及

び②に掲げる費用の合計額の２分の１の額を限度とする。 

５ 補助限度額 ① 住宅として活用する場合 １戸当たり900,000円 

② 住宅以外の用途（主としてシェアハウス、ゲストハウスその他これらに類す

る用途をいう。）として活用する場合 １戸当たり1,500,000円 

６ 補助要件 次の全ての要件を満たすこと 

① 改修後、10年以上利活用に供すること。 

② 住宅以外の用途に転用する場合は、関係法令に適合するものであること。た

だし、公序良俗に反するもの及び風営法第２条第１項に掲げる営業を営むもの

への転用は、することができない。 

③ 補助対象事業者自らが改修後に入居する場合、事業実施期間内に入居するこ

と。（補助対象事業者が事業完了後３ヶ月以内に町内へ移住する場合を除く。） 

④ 補助対象事業者自らが入居しない場合、事業実施期間終了までに賃貸・売買

等に係る契約若しくは媒介等契約を締結し、又は空き家バンクに登録するこ

と。（既に空き家バンクに登録されている対象建築物を改修後に再度空き家バ

ンクに登録する場合又は既に媒介等契約を締結している対象建築物を改修後

に再度媒介等契約を締結する、若しくは空き家バンクに登録する場合は、補助

対象としない。） 

⑤ 補助対象事業者自らが対象建築物の所有者であり、改修後に自ら入居する場

合、補助対象事業者は原則として当該対象建築物を所有してから２年未満（相

続により当該対象建築物を所有することとなった者にあっては、５年未満）で

あること。ただし、補助事業者が三朝町以外に居住している場合であって、三
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朝町に所在する対象建築物を相続により取得したものであるときは、この限り

ではない。 

⑥ 県産材を活用した改修、耐震改修その他の国及び県の本補助金以外の補助金

の交付を受けて改修を行っている空き家に係る経費を除くものとする。ただ

し、本補助金以外の補助金の交付の対象となる経費を明確に区別することがで

き、補助対象経費との重複がない場合は、この限りではない。 

⑦ 建築基準法（昭和25年法律第201号）その他関係する法令に違反していない

もの。 

⑧ 国又は地方公共団体等が所有するものでないこと。 

⑨ 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12

年５月８日法律第57号）に基づき指定される土砂災害特別警戒区域に位置して

いないものであること。（適正な対策が施されている場合を除く。） 
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